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子どもの貧困や児童虐待の世代間連鎖を断ち切るため、まずは衣食住の確保が必

要ですが、それに加えて、子どもを守るだけでなく親の課題も含めて支援する「滞

在型親子支援」により、各種法制度の狭間に対応し地域で見守っていく取組みも民

間の支援団体において行われています。 
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（４）外国人世帯 

  外国人の住居形態については、在留資格別に大きな違いがあります（令和元年度

大阪市外国人住民アンケート調査報告書）。 
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  過去５年間に住居探しの経験がある外国人に、住居探しの方法を調査したところ、

「外国語が話せる日本の不動産業者以外の日本の不動産業者で探した」「家族や知

り合いや友達が探してくれた」「会社や学校が探してくれた」などの回答がありま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



35 

 

  外国人が住居探しで困難であったこととして、「日本人の保証人がいないので入

居を断られた」「公営住宅に申し込む方法がわからなかった」「外国人なので入居を  

断られた」「外国人お断り」と書かれた家を見たので、入居をあきらめた」といっ

た回答がありました。 

 

 

  国土交通省は、外国人の民間賃貸住宅入居円滑化ガイドライン、部屋探しのガイ

ドブック等を作成しホームページで公表しています。 

Osaka あんしん住まい推進協議会（大阪府居住支援協議会）では、国が公表して

いるガイドライン等を印刷配布したり、各種広報資料等を作成し、市町村や協力店

等に配布しています。また、外国人の方への住まい探しから入居にあたってのアド

バイス等を 14 言語で協議会ホームページで紹介したり、相談窓口である大阪府住

宅相談室において、外国人からの電話相談に対し、公益財団法人大阪府国際交流財

団と三者通話で対応できるよう連携するとともに、対面の相談には自動翻訳機を使

用して対応できるように環境を整備しています。 
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（５）性的マイノリティ及びその他の住宅確保要配慮者 

  性的マイノリティは所得階層が様々であり、公営住宅の所得要件に合わない人も

多い一方、公営住宅を希望する人からは、「パートナーシップ制度がないと公営住

宅に入居できない」「公営住宅は家族が基本なので地域の目が気になる。民間賃貸

住宅をうまく活用することも検討してほしい」などの意見があります。また、住宅

探しに際して、不安やストレスを感じるとの回答が多くあります（セクシャルマイ

ノリティの住まいの問題に関するアンケート調査 追手門学院大学 葛西リサ准

教授）。 
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出典：追手門学院大学 葛西リサ准教授 提供資料 

 

 

  また、その他の住宅確保要配慮者については、民間賃貸住宅の賃貸人（全国）へ

のアンケートによると、ホームレス、DV 被害者、刑務所出所者などの入居を制限し

ているとの回答がありました（令和２年度居住支援活動等の普及・促進に関する調

査・検討業務報告書（国土交通省））（再掲）。 
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 大阪府では、宅地建物取引の場における人権問題への取組みの基本として、「宅地

建物取引業における人権問題に関する指針」（平成５年３月策定、平成２９年４月

改定）を策定し、大阪府、業界団体及び宅地建物取引業者の役割分担を明確にし

て、各々の「責務」という形で定め、業界団体や宅地建物取引業者の方々ととも

に、人権意識の高揚と普及啓発に努めています。また、宅建業者の人権意識の向上

を図るための宅地建物取引業人権推進員制度の推進を行っています。 

 入居差別に対する指導監督については、宅地建物取引業者及び宅地建物取引士によ

るコンプライアンス向上の取組みを促進し、違反行為及び適正を欠く行為の未然防止

を図るため、「宅地建物取引業法に基づく指導監督基準」を策定しています。この基準

において入居差別に関する規定を設け、賃貸住宅の入居申込者が高齢者又は障がい者、

母子（父子）家庭、外国人であるという理由だけで、宅地建物取引業者が入居申込み

を拒否する行為は指導等の対象にしています。 

 

 

 

 

 

 


